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資料1－ 
1  

平成18年度概算要求の概要   
（厚生労働省医政局）  

平成18年度概算要求額  2，436億2千0百万円  

平成17年度予 算 額  2，217億5千4百万円  

差 引 増 △ 減 額  218億6千6百万円  

対 前 年 度 伸 率  109．9％  

（注）上記計数には、「★厚生労働科学研究費補助金182億7千5百万円（平成17年   

度140億5千9百万円）」は含まない。  

主   要   施   策  

1．保健医療提供体制推進事業（統合補助金）及び   

保健医療提供体制整備交付金の創設  

2．医療計画制度の見直し  

3．救急医療の充実をはじめとする地域医療の確保  

4．医師確保対策の推進等と医療従事者の資質の向上  

5．医療安全対策の総合的推進  

6．医療のIT化の着実な推進  

7．医薬品・医療機器産業の国際競争力の強化  

8．その他  

Pl   －1－  



1．保健医療提供体制推進事業（統合補助金）及び保健医療提供体制整備  

交付金の創設（新規）  38，184百万円   

疾病構造の特徴や住民ニーズに応じて、地方の自主性・裁量性を最大限  

発揮できるよう、保健医療提供体制の整備のための補助金改革を実施  

（1）保健医療提供体制推進事業（統合補助金）の創設（新規）  22，089百万円   

新たな医療計画制度等の実効性を確保し、医療提供体制と地域保健及び健康増進体制と  

の連携強化を図る観点から、都道府県が作成する「保健医療提供体制事業計画」に基づき  

主体的かつ弾力的な事業運営を行えるよう、救急医療施設運営費や地域保健医療等推進事  

業等について補助基準の緩和等を図った統合補助金を創設する。  

（2）保健医療提供体制整備交付金の創設（新規）  16，095百万円   

新たな医療計画制度等の実効性を確保し、医療提供体制と地域保健及び健康増進体制と  

の連携強化を図る観点から、都道府県が作成する「保健医療提供体制事業計画」に基づき、  

救急医療施設、周産期医療施設、市町村保健センター等の施設整備を支援する保健医療提  

供体制整備交付金を創設する。  

2．医療計画制度の見直し（新規）  442百万円（342百万円）   

れるよう必要な施策を実施   

平成18年の医療制度改革に向けて、医療計画の見直しが円滑に実施さ  

医療計画上、がん医療・小児救急医療等の主要な事業ごとに地域の医療機能を明示する  

ことにより医療機関の適切な機能分化・連携を進める。これにより、急性期・回復期・慢  

性期・在宅療養という医療の切れ目のない流れを作り、必要かつ十分な医療を受けつつ総  

治療期間が短くなる仕組みを構築するなど効率的な医療を提供し、患者の生活の質（QO  

L）を高める。  

（1）医療機能調査事業（新規）  52百万円   

主要な事業ごとの全国共通の指標の提示及び医療機能等に関するデータの分析等を行  

い、都道府県が作成する新たな医療計画の円滑な実施及び評価を支援する。  
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（2）医療連携体制推進事業（新規）  387百万円   

主要な事業ごとに医療連携体制を構築するため、IT（ホームページ、携帯電話）等の  

活用による住民向け情報提供、かかりつけ医相談窓口の設置、医療機関診療機能データベ  

ースの作成など医療機関の機能分化に資する事業を重点的に実施する。  

3．救急医療の充実をはじめとする地域医療の確保  
36，907百万円（32，430百万円）   

小児救急医療をはじめとする救急医療体制の充実強化及びへき地保健医  

療対策の推進など地域医療の充実に必要な施策を推進  

（1）小児救急医療体制の充実強化  4，444百万円   

小児の急病時の対応等について保護者への啓発を行うとともに、初期から三次までの小  

児救急医療体制において、深夜帯の初期救急医療の確保や、病院における人員配置の見直  

し・重篤な小児患者を受け入れる小児専門集中治療室の整備等を図り、診療体制の充実を  

図る。  

○ 小児救急医療啓発事業（新規）  312百万円  

乳幼児の保護者に対して、小児の急病時の対応方法等についての講習会を実施するとと   

もに、小児の急病時における対応ガイドブックを作成・配付する。  

○ 小児救急医療支援事業等の充実  2，454百万円  

小児の二次救急医療を担うための小児救急医療支援事業及び′ト児救急医療拠点病院の充   

実を図る。  

○ 小児救急専門病床確保事業（新規）  371百万円  

既存の救命救急センターに小児専門集中治療室を整備し、重篤な小児救急患者を受け入   

れる体制を整備充実する。  

（2）救命救急センターの整備  6，508百万円   

重篤救急患者の受け入れ体制の充実を図るため、引き続き救命救急センターの充実を図  

る。  
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テ‘ィーマット  
（3）災害派遣医療チーム（DMAT）研修事業  105百万円   

独立行政法人国立病院機構災害医療センターにおいて、救命救急センター及び災害拠点  

病院に整備された災害発生時に迅速な派遣が可能なDMATの研修を引き続き実施すると  

ともに、新たに西日本（近畿地区）においても実施することにより研修体制の充実を図る。  

（4）医療施設の耐震化の促進（新規）  2，745百万円   

医療機関における耐震化に要する費用を補助することにより、医療施設の耐震化を促進  

し、患者及び地域住民の安全・安心を確保する。  

（5）へき地保健医療対策の充実  2，511百万円   

へき地・離島の診療所に勤務する医師からの診療相談体制の整備及び代診医として派遣  

する医師の確保並びに定年等で退職した医師の再就職のための再教育を実施することによ  

り、引き続きへき地・離島の診療支援体制の整備を図る。  

○ へき地医療支援機構の診療支援機能の向上  553百万円  

都道府県が設置するへき地医療支援機構による代診医の派遣調整業務の充実強化及び機   

構に所属する医師のへき地診療所への代診等診療支援機能の充実を図る。  

○ へき地・離島診療支援事業  32百万円  

へき地・離島診療所に勤務する医師からの医療相談に24時間応えることができる体制   

を新たに（社）地域医療振興協会に整備する。  

○ 退職医師の活用  15百万円  

へき地・離島への医師の供給を促進するため、定年等で退職した医師の再就職のための   

再教育等の充実強化を図る。  
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4．医師確保対策の推進等と医療従事者の資質の向上  

35，284百万円（33，801百万円）   

本年8月の「地域医療に関する関係省庁連絡会議」において取りまとめ  

られた「医師確保総合対策」を推進するとともに、歯科医師臨床研修必修  

化の円滑な導入など医療従事者の資質の向上に資するための施策を推進  

（1）医師確保総合対策の推進  741百万円  

○ 医師再就業支援事業の実施（新規）  140百万円  

女性医師のライフステージに応じた就労を支援するため女性医師バンク（仮称）を設立   

するほか、離職医師の再就業を支援するための講習会などを実施する。  

○ へき地医療支援機構の診療支援機能の向上（再掲）  553百万円  

都道府県が設置するへき地医療支援機構による代診医の派遣調整業務の充実強化及び機   

構に所属する医師のへき地診療所への代診等診療支援機能の充実を図る。  

○ へき地・離島診療支援事業（再掲）  32百万円  

へき地・離島診療所に勤務する医師からの医療相談に24時間応えることができる体制   

を新たに（社）地域医療振興協会に整備する。  

○ 退職医師の活用（再掲）  15百万円  

へき地・離島への医師の供給を促進するため、定年等で退職した医師の再就職のための   

再教育等の充実強化を図る。  

（2）歯科医師臨床研修の推進  3，455百万円   

平成18年度から必修化される歯科医師臨床研修の円滑な実施を図るため、臨床研修を  

行う施設に対し必要な支援を行う。  

（3）医師等の資質向上対策の推進  27百万円  

○ 医師等の再教育制度検討経費（新規）  4百万円  

行政処分を受けた医師等に対する再教育制度を実施するにあたり、医師等の修了基準の   

作成等、再教育制度の詳細について検討する。  

○ 行政処分を受けた医師等の再教育に係る事業（新規）（地方課計上分） 23百万円  

国民に対し安心・安全な医療、質の高い医療の確保を図る観点から、行政処分を受けた   

医師等に対する再教育の指導、助言、評価を行う助言指導者を養成する講習会を開催する。  
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（4）質の高い看護の提供  11，423百万円  

○ 助産師確保総合対策事業（新規）  131百万円  

潜在助産師等を対象に臨床実務研修を行い、助産師の産科診療所での就業を促進す   

るとともに、産科診療所と助産所との連携を強化する。  

○ 専門分野（がん・糖尿病）における質の高い看護師の育成（新規）  161百万円  

がん及び糖尿病の患者に対する看護ケアを充実するため、臨床実務研修の実施により、   

臨床実践能力の高い専門的な看護師の育成を図る。  

○ 看護職員確保モデル事業（新規）  109百万円  

約55万人といわれる潜在看護職員について、臨床実務研修等の実施を通じて再就業を   

促進し、看護職員の確保を図る。  

5．医療安全対策の総合的推進  1，288百万円（1，119百万円）  

安全・安心で良質な医療を確保するための総合的な医療安全対策を推進  

（1）医療紛争における調整・調停を担う人材の養成研修事業（新規）  35百万円   

医療を巡る苦情や相談等に対応するための人材の養成研修を行うことにより、医療安全  

支援センター等の機能の強化を図る。  

（2）医療安全緊急情報提供事業（新規）  18百万円   

患者に重大な影響を及ぼすことが予想される行為や技術の情報を迅速に医療機関等に発  

信し、発生予防・再発防止のための注意喚起を行う。  

（3）診療行為に関連した死亡の調査分析モデル事業  125百万円   

診療行為に関連した死亡等について、医療機関から調査依頼を受け付け、臨床医、法医、  

病理医による解剖と臨床医による事案調査に基づき診療上の問題点と死亡との因果関係を  

明らかにし、再発防止策を検討するモデル事業の充実を図る。  
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6．医療のIT化の着実な推進  1，145百万円（542百万円）   

医療に関する情報を提供し、患者の選択を尊重した医療の実現を図ると  
ともに、医療分野における情報化を堆進  

（1）根拠に基づく医療（EBM）の推進  265百万円   

根拠に基づく医療（EBM）が実践できるようインターネット等を活用し、最新で質の  

高い医療情報を医療関係者や患者・国民に提供する。（★厚生労働科学研究費補助金）  

（2）診療情報連携のための電子カルテシステムの普及  880百万円  

○ 保健医療分野の公開鍵基盤（PKI）認証局の構築・運営（新規）  20百万円  

安全かつ円滑な診療情報共有を実現するため、電子署名自体が医療従事者の公的資格の   

確認機能を有する、保健医療分野に適した公開鍵基盤の整備を行う。  

○ 標準的電子カルテ情報交換システムの開発（新規）  125百万円  

医療施設間の情報連携のための標準化を推進するため、国際標準規格に準拠した医療用   

の定型文書情報の出入力を可能とするシステム等の開発を行う。  

○ 診療情報連携のための電子カルテシステムの普及  688百万円  

診療情報連携ネットワークの構築を効率的に推進するため、地域の医療機関が電子カル   

テの導入に必要な設備等を幅広く共同利用可能な体制を整備（共同利用型データセンター   

設置等）し、電子カルテ導入費用を軽減しつつ、情報連携に適した電子カルテシステムの   

普及を図る。  

7．医薬品・医療機器産業の国際競争力の強化  

9，412百万円（5，440百万円）   

国際的に魅力のある創薬環境の実現及び医薬品・医療機器産業ビジョン  

の実現に向けた取り組みの推進  

（1）先端医療の実用化  2，183百万円   

基礎研究成果について実用化の可能性を探り、画期的医薬品・医療機器等を提供する機  

会を増加させるための探索的な臨床研究等を推進する。あわせて、ゲノム研究の成果を活  

用し、ゲノムレベルでの個人の特性に応じた最適な処方を可能とし、より安全・安心な医  

療技術の提供の実現を図る。   

また、次代を担う子どもに科学的根拠に基づく先端医療を提供するため、小児医療分野  

における質の高い臨床試験を実施する。（★厚生労働科学研究費補助金）  
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（2）治験を含む臨床研究基盤の整備  2．595百万円   

医薬品の承認に不可欠な治験を推進するため、治験基盤の強化・充実を図り、国際競争  

力のある創薬環境の整備を行う。あわせて、根拠に基づく医療（EBM）の推進に不可欠  

な人材育成を行い臨床研究の質の向上に努める。（★厚生労働科学研究費補助金）  

（3）効果的医療技術、萌芽的先端医療技術の確立研究の推進  4，633百万円   

民間企業との連携のもと、トキシコゲノミクス技術やナノテクノロジーを活用した、よ  

り安全かつ効率的な医薬品・医療機器の開発に資する研究を推進する。また、ゲノム、タ  

ンパク質に次ぐ第三の生体内情報伝達分子である糖鎖について研究を行い、優れた医薬品  

等の開発を図る。（★厚生労働科学研究費補助金）  
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8．その他  

（1）国立高度専門医療センター及び独立行政法人国立病院機構における政策医療等の実施  

116，786百万円   

全国的な政策医療ネットワークを活用し、がん、循環器病等に関する高度先駆的医療、  

臨床研究、教育研修及び情報発信を推進する。  

○ がん対策情報センター（仮称）の設置（新規）  1，828百万円（うち医鵬 215百万円）  

がん診療に関する最新の情報を収集し、利用者の立場で整理した情報を提供するととも   

に、がん対策の企画立案に必要な基礎データの収集・蓄積・分析・発信機能を担う「がん   

対策情報センター（仮称）」を国立がんセンターに設置する。  

（2）国立ハンセン病療養所の充実  41，137百万円   

居住者棟の更新築整備を推進するとともに、リハビリ体制を強化するなど、入所者に対  

する医療及び生活環境の充実を図る。  

（3）独立行政法人福祉医療機構の融資（社会■援護局一括計上）  

○ 福祉医療機構の医療貸付（融資）  

平成18年の医療制度改革における医療連携等の体制づくりを支援するため、痛院・  

診療所における建築資金及び機械購入資金の貸付条件の改善を行うとともに、医療施設  

等の耐震改修に係る特例貸付を新設する。   

（アスベストに関する改修等については、従来より改築等の中で貸付対象としているが、  

更なる措置についても必要に応じ予算編成過程において検討）  

○ 貸付事業  

貸付契約額  4，486億円（うち医療貸付2，323億円）  

（4）医療の多様化に伴う統合医療の開発研究の推進  200百万円   

既存の西洋医学と、これに含まれないその他の幅広い医療領域を包含した、いわゆる統  

合医療に関する内外の現状調査（具体的手法・作用機序等）を行うとともに、西洋医学と  

の併用により有効性の期待される手法の研究開発を行い、統合医療の向上を図る。（★厚  

生労働科学研究費補助金）  

P9   －9－  


